
貸 借 対 照 表
令和５年

　

３月３１日

学校法人

　

常陽学園
（単位

　

円）

資 産 の 部
科

　　　　　　　

目 本 年 度 末 前 年 度 末 増

　　　　

減

固定資産 （

　　　　　

３，９３０，６５４，８１８） （

　　　　　

３，９３２，６１９，５３６） （△

　　　　　　

１，９６４，７１８）

有形 固定 資産 （

　　　　　

３，７３６，４３５，９０３） （

　　　　　

３，７９５，８７８，２４３） （△

　　　　　　

５９，４４２，３４０）

土

　　　　　　

地 １，４１４，４９８，４３３ １，４１４，４９８，４３３ Ｏ

建

　　　　　

物 １，８３２，７３０，９８８ １，９００，０４６，９５３ △

　　　　　　　

６７，３１５，９６５

構

　　

築

　　

物 １７，０１６，７４３ ２１，４７３，８３９ △

　　　　　　　　

４，４５７，０９６

教育研究用機器備品 ・２６５，８０４，９９０ ２５７，５６９，２４１ ８，２３５，７４９

管理用機器備品 ３，８６６，６４９ ５，３７３，８２２ △

　　　　　　　　

１，５０７，１７３

図

　　　　　

書 ２０２，５１８，１００ １９６，９１５，９５５ ５，６０２，１４５

特

　

定

　

資

　

産 （

　　　　　　

１４５，６４５，２６６） （

　　　　　　　

９５，６４４，８７１）（

　　　　　　　

５０，０００，３９５）

退職給与引当特定資産 １４５，６４５，２６６ ９５，６４４，８７１ ５０，０００，３９５

その他の固定資産 （

　　　　　　　

４８，５７３，６４９） （

　　　　　　　

４１，０９６，４２２）（

　　　　　　　　

７，４７７，２２７）

電 話 加 入 権 ６９６，３８４ ６９６，３８４ Ｏ

有

　

価

　

証

　

券 Ｏ １↓ △

　　　　　　　　　　　　　

１

長 期 貸 付 金 ４，４５２，０００ ３，２０８，５００ １，２４３，５００

商

　　

標

　　

権 ４６９，２２８ ５９９，４４０ △

　　　　　　　　　

１３０，２１２

保

　　

証

　　

金 ３１，４２３，８５７ ３１，４２３，８５７ Ｏ

ソフトウェア １１，４２２，１８０ ５，０５８，２４０ ６，３６３，９４０

出

　　

資

　　

金 １１０，０００ １１０，０００ Ｏ

流動資産 （

　　　　　

１，１６９，０４８，３３３） （

　　　　　

１，０２６，５８０，９２６） （

　　　　　　

１４２，４６７，４０７）

現

　

金

　

預

　

金 １，１２９，４４７，４１２ １，００４，２２７，４４４ １２５，２１９，９６８

未

　

収

　

入

　

金 ２５，２６９，６６９ １５，５８２，４６６ ９，６８７，２０３

短 期 貸 付 金 ２９６，５００ ２９６，５００ Ｏ

前

　　

払

　　

金 １４，０３４，７５２ ６，４７４，５１６ ７，５６０，２３６

資産の部合計 （

　　　　　

５，０９９，７０３，１５１） （

　　　　　

４，９５９，２００，４６２） （

　　　　　　

１４０，５０２，６８９）

負 債 の 部
科

　　　　　　　　

目 本 年 度 末 前 年 度 末 増

　　　　

減

固定負債 （

　　　　　　

９２１，１３０，６１１） （

　　　　　　

９４６，９３７，８６８）（△

　　　　　　

２５，８０７，２５７）

長 期 借 入 金 ６４７，４８３，１７３ ６８４，５１１，３３３ △

　　　　　　　

３７，０２８，１６０

退職給与引当金 ２４５，８２０，０００ ２３０，１０４，０００ １５，７１６，０００

長 期 未 払 金 ２７，８２７，４３８ ３２，３２２，５３５ △

　　　　　　　　

４，４９５，０９７

流動負債 （

　　　　　

１，０９２，２９９，１７２） （

　　　　　

１，０３４，３１２，９１４） （

　　　　　　　

５７，９８６，２５８）

短 期 借 入 金 ３７，０２８，１６０ ３６，６５９，８７８ ３６８，２８２

未

　　

払

　　

金 ９８，６９５，９５５ １０６，０１２，６３２ △

　　　　　　　　

７，３１６，６７７

前

　　

受

　　

金 ８９２，２６５，０００ ８２６，７０５，０００ ６５，５６０，０００

預

　　

り

　　

金 ６４，３１０，０５７ ６４，９３５，４０４ △

　　　　　　　　　

６２５，３４７

負債の部合計 （

　　　　　

２，０１３，４２９，７８３） （

　　　　　

１，９８１，２５０，７８２） （

　　　　　　　

３２，１７９，００１）

純 資 産 の 部
科

　　　　　　　　

目 本 年 度 末 前 年 度 末 増

　　　　

減

基本金 （

　　　　　

５，３８２，３３１，０７５） （

　　　　　

５，２３８，９９６，３９５） （

　　　　　　

１４３，３３４，６８０）

第１号

　

基本金 ５，２３１，３３１，０７５ ５，０８７，９９６，３９５ １４３，３３４，６８０

第４号

　

基本金 １５１，０００，０００ １５１，０００，０００ Ｏ

繰越収支差額 （△

　　　　

２，２９６，０５７，７０７） （△

　　　　

２，２６１，０４６，７１５） （△

　　　　　　

３５，０１０，９９２）

翌年度繰越収支差額 △

　　　　　

２，２９６，０５７，７０７ △

　　　　　

２，２６１，０４６，７１５ △

　　　　　　　

３５，０１０，９９２

純資産の部合計 （

　　　　　

３，０８６，２７３，３６８） （

　　　　　

２，９７７，９４９，６８０） （

　　　　　　

１０８，３２３，６８８）

負債及び純資産の部合計 （

　　　　　

５，０９９，７０３，１５１） （

　　　　　

４，９５９，２００，４６２） （

　　　　　　

１４０，５０２，６８９）

１． 重要な会計方針

　　

（１） 引当金の計上基準

　　　

徴収不能引当金

　　　　

未収入金の徴収不能に備えるため、 個別に見積もった徴収不能の見込み額を計上している。

　　　

退職給与引当金

　　　　

退職金の支給に備えるため、 期末要支給額２４５，８２０，０００円の１００％を計上している。

（２） その他の重要な会計方針

　

有価証券の評価基準及び評価方法

　　

移動平均法に基づく原価法である。

　

預り金その他経過項目に係る収支の表示方法

　　

預り金に係る収入と支出は相殺して表示している。



２． 重要な会計方針の変更等

　

該当なし

３， 減価償却額の累計額の合計額
２，２３９，０１２，１８５円

４． 徴収不能引当金の合計額
４，６６４，１００円

５， 担保に供されている資産の種類及び額

　

担保に供されている資産の種類及び額は次のとおりである。
土地

　　　　　　　

１，３００，３０７，１３６円

建物 ５２９，０３３，６３３円

６． 翌年度以後の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額
７５６，７０４，８０５円

７， 当該会計年度の末日において第４号基本金に相当する資金を有していない場合のその旨と対策

　

第４号基本金に相当する資金を有しており、 該当しない。

８． その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項

　　

（１） 関連当事者との取引

　　　

関連当事者との取引の内容は、 次のとおりである。

属性 役員、 法人
等の名称 住所 資本金また

は出資金
事業内容又

　

は職業
議決権
の所有
割合

関係内容
取引の内容 取引金額 賭 期末

残高役員の
兼任等

事業上
の関係

理事 松崎

　

勝 顧問弁護士 顧問弁護士
報酬（注１） １，３２０，０００

（単位：円）

（注１） 顧問報酬料の支払いについては、 市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定している。


